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◆京都市立学校・幼稚園：２５５校園（休校中除く）※４月１日現在

園児児童生徒数：９３，２８８人 ※５月１日現在

教職員数 ： ８，０４１人 ※５月１日現在（正規・定数内常勤講師）

・幼稚園： １５園［園児数： ６８５人、教職員数： １１５人］

・小学校： １５０校［児童数： ５６，６４３人、教職員数：４，２１５人］

・中学校： ６４校［生徒数： ２６，２５０人、教職員数：２，０５４人］

・小中学校： ８校［児童生徒数：３，４２１人、教職員数： ３７２人]

（義務教育学校）

・高等学校： １０校［生徒数： ５，１３４人、教職員数： ５９９人］

・総合支援学校：８校［児童生徒数：１，１５５人、教職員数： ６８６人］

1 京都市立学校園の概況（令和４年度）
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2 事務局の組織図
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※本市では、市長と教育委員会との間の事
務処理についての覚書により以下の事務を、
市長部局に執行補助させている。

①市民の文化芸能に関すること

②市民のレクリエイションに関すること

③市民のスポーツに関すること

④市民体育及び体育施設に関すること

⑤体育団体との連絡に関すること



3 事務局の職員数
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4 京都市の職員採用・人事異動の特徴
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■行政職の採用

・採用試験は人事委員会が一括で行う。その上で、各任命権者の採用担当者
が面接等に参加し、採用は任命権者ごと（市長部局、交通局、上下水道局、
教育委員会）に行う。

・教育委員会が採用した職員の大多数は、退職まで教育委員会で勤務する
（教育行政職）。

■人事異動

・教育委員会の毎年度の採用人数は５～１０名（１０名弱）。市長部局等へ
の人事異動については、原則、人事交流として行い、一定年数を市長部局
で勤務したのち、再度、教育委員会に戻ることも多い。

・昭和45年ごろには現在のような制度になっていた。

・教育の長期的な展望の必要性や市民・保護者の要望に的確に応えていくた
めに、高い専門性を持った職員の必要性が高かったからであると考えられる。



5 行政職及び学校籍教育職の職員構成
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■職員構成

・京都市の組織は、大きく、総務部（教
育環境整備室含む）、指導部、生涯学
習部、教育機関に分けることができる。

・総務部では、教職員人事課の人事主
事及び学校事務を所管する学校事務支
援室の学校事務職員を除き、行政職を
中心に配置している。

・指導部や総合教育センター、青少年科
学センター等では、行政職と学校籍教育
職の職員数を均衡させている。



6 行政職及び学校籍教育職の役割、組合せ・連携
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■役割
① 行政職の役割

行政職としての業務とともに、教育施策の企画立案や事業実施の
業務に関わる。

② 学校籍教育職の役割
学校・幼稚園での経験を踏まえ、主に各学校園へ指導助言を行う
とともに、行政職とも連携して教育施策の立案や調査研究に関わる。

■行政職と学校籍教育職の組合せ・連携
様々な教育施策の実施にあたっては、行政職と学校籍教育職が連携

して、業務に関わることを基本としている。
特に、各事業の企画・立案・検討などの段階で意見交換しながら取り組
んでいる。
また一方、日々の業務では、学校への働きかけと事務処理など、互いの
専門性をいかしつつ、補完し合いながら業務を進めている。



7 行政職及び学校籍教育職の組合せ・連携例①
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■主要ポストにおける行政職と学校籍教育職の組合せ

・指導部長、学校指導課長、生徒指導課長
の学校教育の中核となるポストには、一貫して
学校籍教育職を配置。

・学校籍教育職は、学校現場への発信力や、
事務局の学校籍教育職への統率力などの強
みを最大限発揮。

・学校籍教育職を補佐するポストに行政職の
担当部長や担当課長を配置し、行政運営面
を支えている。



8 行政職及び学校籍教育職の組合せ・連携例②
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■指導部 学校指導課の座席図（R3の座席 非正規含む）
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３ 京都市職員採用概要9 行政職及び学校籍教育職の組合せ・連携例③

■策定にあたって
各所属において、行政職と学校籍教育職が議論し、所管する
教育活動の課題の洗い出しや今後の重点的な取組等を抽出。
これらを学校指導課の行政職と学校籍教育職で構成するプロ
ジェクトチームで集約し、案を作成。教育委員と意見交換を行
い、教育委員会議での議決を経て、策定に至る。

↓

行政職と学校籍教育職の多様な人間力の叡智を結集

■学校教育の重点とは
京都市立学校・幼稚園の学校教育における年度ごとの
指針とその重点取組を定め、教育委員会事務局の職員
及び各学校・幼稚園の教職員は、この内容を踏まえ、教育
施策や教育活動に取り組んでいる。

指針 「伝統と文化を受け継ぎ，
次代と自らの未来を創造する子ども」

■策定までの流れ
７月 プロジェクト会議
８月 学校・幼稚園向け，事務局内向けアンケートの実施

１２月 教育長ヒアリング
１月 教育委員会において議決
３月 冊子完成
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３ 京都市職員採用概要10 行政職及び学校籍教育職の組合せ・連携による効果

■行政職と学校籍教育職の組合せ・連携例④（学校事務職員の配置）

・近年の本市の取組として、学校事務職員（中級）の事務局配置がある。

・教職員の給与・福利厚生、学校運営費等の配分、学校教具等の整備を
所管する学校事務支援室や就学援助を所管する調査課で、３～５年程
度勤務させている。

・学校運営体制における学校事務職員の役割が重要視される中、行政職
のゼネラリスト的な視点に、行政区単位で中核となれる学校事務職員
の育成を目指している。

■組合せ・連携の効果

・行政職と学校籍教育職が互いに補完し合い、情報連携等も密に取るこ
とで、組織として横断的に業務を遂行できている。

・行政職は、学校籍教育職と日常的に情報交換を行い、学校現場の状況
を把握することで、現場の実態に即した政策の立案が可能となる。

・学校籍教育職も、行政職の役割を理解することで、行政職が担う業務
に対して理解を深めるとともに、行政的・全市的な視点で施策を進め
ることで学校現場に還元している。
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３ 京都市職員採用概要11 教育行政職の強み・魅力 等

■強み

・長年にわたり教育委員会事務局に勤務することで、学校・幼稚園の実態について理解
を深め、専門性も高めることができる。

・行政的な立場と学校現場の双方の視点を持って、学校籍教育職とも対等に議論しな
がら、教育施策の推進に関わることができる。

・教育行政職の多くの職員が、学校園で１～２週間実務研修を経験するとともに、
生徒指導、不登校、発達障害やGIGAスクール構想など、教育課題等に関する
研修を受講し、専門性を高めている。

■魅力
・施策の短期的な成果にとどまらず、成果が出るまでに一定期間を要する施策（学力向上、
人材育成、学校統合 等）についても、その成果を実感することができる。

・指導部等の学校教育担当部署においては、指導主事等と学校訪問を行い、直接自分
で現場の状況を確認するとともに、学校長等からヒアリングを行うなどの機会も多く、自分
自身で得た情報を基に、事業実施や施策へ反映することができる。

■今後の課題
・ギフテット教育、障害者の就労支援、ヤングケアラー、部活動の地域移行など、市長部
局との連携なくして推進できない行政課題も多く、市政全般に幅広く関心を持つ姿勢
が必要。


